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1. 研究の背景と目的

研究の背景

・日本は少子高齢化が進行中

・生産年齢人口（15歳 〜64歳人口）の総人口に占める割合は

1995年 70% → 2020年 60%

国立社会保障・人口問題研究所の出生中位・死亡中位の推計では

2041年 55% → 2070年 52%

・今後日本では労働力の不足が見込まれる
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1. 研究の背景と目的

本研究の目的

不足が見゙込まれる労働力を、外国人の受入れによって補充することを想定する。

このとき、長期的に日本の生産年齢人口を維持するために必要な受入れ水準の分

析を行うことと、その実現可能性と受入れが我が国に及ぼす影響について考察す

ることを目的とする。
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２．先行研究

United Nations(2000) “Replacement Migration”

・人口減少と高齢化の解決策としての国際移民の有効性について調査した報告書

Replacement Migration：人口規模や労働年齢人口の減少、人口全体の高齢化を相殺す

るために必要となる国際移民

・人口置換水準以下にある日本を含む８つの国と２つの地域が調査対象

人口置換水準：人口を長期的に維持できる出生率の水準

・各国と地域に対して５つのシナリオを想定して検討がなされてる
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２．先行研究

United Nations(2000) “Replacement Migration”

・想定されたシナリオは以下の５つ

①国連推計人口 (1998年版)の中位推計

②1995年以降の人口移動が0と仮定した推計

③人口規模を維持するために必要な人口移動数

④生産年齢人口規模を維持するために必要な人口移動数

⑤生産年齢人口と老年人口の比率を維持するために必要な人口移動数

・日本は③の条件で毎年34万人、④の条件で毎年65万人の受入れが必要
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２．先行研究

国立社会保障・人口問題研究所(2023)「日本の将来推計人口(令和５年推計)」

・本研究がベースとしている報告書

・「基本推計」：将来の出生・死亡の推移について、それぞれ低位・中位・高位の3仮定を

設け、それらの組み合わせにより9通りの推計を行ったもの

・「条件付推計」：出生や国際人口移動の水準を機械的に変えてシミュレートした推計

「条件付推計」では25,50,75…と値を区切って毎年外国人を受け入れた時の人口推移の

推計のみが記載されている
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３ データと方法

3.1 データ

→本研究で用いる人口推計のデータについて

3.2 方法

→補充移民数及び将来の外国人人口割合の算出方法について
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3.1 データ（本研究で用いる人口推計データについて）

・国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口 (令和 5 年推計)」による出生中位・死

亡中位仮定、出生高位・死亡中位仮定での男女年齢各歳別の人口推計データ

・同推計の条件付推計による外国人入国超過数75万人と100万人（出生中位・死亡中位仮定）及

び外国人入国超過数25万人と50万人（出生高位・死亡中位仮定）での男女年齢各歳別の総人

口・日本人人口の推計データ
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3.2 方法（補充移民数の算出方法について）

・(1)目的：将来(2070~2120)の生産年齢人口を長期的に維持するために必要な補充移民数を推定する

・(2)方法：先述したデータに基づく、死亡中位と出生中位・高位の仮定を用いたRによる推計。

・(3)移民シナリオ：出生中位（MA=75万、MB=100万）と出生高位（MA=25万、MB=50万）で設定
（MA,MBはそれぞれ外国人入国超過数）

PA(x,t):t年満x歳の人口 (出生中位または出生高位仮定で入国超過数MA万人)

PB(x,t): t年満x歳の人口 (出生中位または出生高位仮定で入国超過数MB万人)
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3.2 方法（補充移民数の算出方法について）

・(4)計算：異なる入国超過数の人口（PA PB ）に基づく人口PIを線形補間により①のように推計。

① PI(x,t)=(1-r) PA(x,t)+r PB(x,t) ,(0<r<1,rは実数)

・(5)分析：生産年齢人口WP(t)を②のように設定し、2070~2120年の回帰直線に当てはめた時の傾きS(r)が0になるような按分比率r0を特定。

② WP(t)=Σ PI(x,t) （x＝15,16…64) S (r)=0→長期的に生産年齢人口が維持された状態

・(6)結果：特定された比率r0を用いて、補充移民数M0を③のように推定（推定結果は後述）

③ M0＝ (1-r0) MA+r0 MB
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3.2  方法 (将来の外国人割合)

JA(x,t), JB(x,t) ：出生中位・死亡中位仮定での入国超過数をそれぞれMA, MB万人とした
場合のt年万x歳の日本人人口

JI（x,t）＝ (1-r0)・ JA（x,t）+r0・JB（x,t）

FI（x,t）：外国人入国超過数が年間M0万人の場合のt年満x歳の外国人人口

FI（x,t）＝PI (x,t) – JI（x,t）
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R0(t)：外国人入国超過数年間がM0万人のとき、出生中位・死亡中位仮定でのt年におけ
る総人口、に関する日本国内の外国人割合

R1(t)：外国人入国超過数年間がM0万人のとき、出生中位・死亡中位仮定でのt年におけ

る生産年齢人口に関する日本国内の外国人割合

3.2  方法 (将来の外国人割合)
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4.  結果と考察

4.1   推計結果
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4.2  考察
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労働に関する今後の課題

・労働時間や賃金などの労働環境の整備

現状

2019年4月 改正出入国管理・難民認定法

‥新たな在留資格である特定技能1号・2号の創設

⇒より多くの外国人労働者を受け入れる体制が取られ始めているため、外国人との

共生が可能な社会が必要
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・生産年齢人口を長期的に維持するために必要な外国人の入国超過数

→出生中位・死亡中位仮定・・・毎年80.65万人

出生高位仮定・・・毎年44.35万人

・この規模の人数の受入れが実現した場合の国内の外国人割合

(出生中位・死亡中位仮定)

→総人口比・・・・・・34.4％

生産年齢人口比・・・44.9%

・生産年齢人口の中長期的な維持のためには、大規模な外国人受け入れが必要。

→今後の日本が社会的・経済的・政治的な構造変化を迫られている。

5.おわりに
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5.おわりに

・本研究では出生高位・死亡中位仮定のもとで推計を行ったが、国立社会保障・人口問題研究所

（2023）「日本の将来人口推計（令和5年推計）」の条件付き推計においては、将来の入国超過数に

応じた出生高位・死亡中位仮定における日本人人口が推計されていないために、外国人割合の推

計はできなかった。

→出生中位・死亡中位仮定以外での将来の外国人割合の推計については、今後の課題としたい。

19


